令和７年度
寝屋川市市民活動支援補助金

募集要項

募集期間　　令和７年５月１日（木）～

６月30日（月）
（受付時間　　平日　午前９時～午後５時30分）

寝屋川市　市民活動部　市民活動振興室
１　制度の概要

　⑴　目的

継続的かつ日常的な公益性のある活動を行う市民活動団体（以下「団体」という。）に対し、補助金を交付することにより、団体の活動の継続性を高め、市民活動の活性化の推進を図ります。
　⑵　補助対象活動

寝屋川市の区域内で事業が行われ、その対象が主に寝屋川市民であり、以下の
いずれかに該当する活動。
　　①　保健、医療又は福祉の増進を図る活動

　　②　社会教育の推進を図る活動

③　まちづくりの推進を図る活動
④　観光の振興を図る活動
⑤　農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

⑥　学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

⑦　環境の保全を図る活動

⑧　災害救援活動
⑨　地域安全活動
⑩　人権の擁護又は平和の推進を図る活動

⑪　国際協力の活動

⑫　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

⑬　子どもの健全育成を図る活動

⑭　情報化社会の発展を図る活動

⑮　科学技術の推進を図る活動

⑯　経済活動の活性化を図る活動

⑰　職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

⑱　消費者の保護を図る活動
⑲　前各号の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助を図る
活動
　⑶　補助対象外活動
次の各号に該当する活動は、⑵の補助対象活動となる事業であっても補助対象とならない。
①　営利を目的とする活動

　　②　宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする活動

　　③　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする活動
④　公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職にあるもの（候
補者を含む。）若しくは政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを
目的とする活動
⑤　複数の団体が個別に申請した活動のうち、活動に関わる団体の構成員の過半
数が当該複数の団体において共通し、かつ、各団体の活動に密接な関連が認め
られる活動
　⑥　寝屋川市からこの補助金以外の補助金（寝屋川市特定非営利活動支援補助金交付要綱（平成24年４月１日制定）の規定に基づく補助金を除く。）の交付を受け、行っている活動
　⑷　補助対象団体

市内にその活動拠点を有し、又は市内で活動の主要部分を行っている法人その
他の団体で、かつ⑵に掲げる活動を補助金の交付の申請をする日以前に３年以上継続している団体。
　⑸　補助対象経費
※補助対象となる活動期間は、令和７年４月１日から令和８年３月31日です。
	区　　分
	経　費　の　種　類

	報償費
旅　費
需用費
役務費
委託料
使用料及び賃借料
原材料費
備品購入費
その他経費
	講師等謝礼、調査及び研究に係る報償等
（団体構成員に対するものは除く）

交通費、通行料等

文具、雑品、図書、写真現像焼付、コピー及びチラシ・ポスター等印刷製本、石油等燃料、医薬材料等
切手・はがきなどの通信費、クリーニング代、保険料等

警備費、催し物等会場設営費等
催し物等会場使用料、物品レンタル料等
材木、土砂等
机、いす等活動を行うために必要な備品の購入に要する経費
その他活動の特性から支援対象と認められる経費


⑹　審査基準（①・②・③すべて満たす必要があります。）
①　事業を運営する団体の基準

ア　活動実績があること

イ　当該補助金以外の財源が確保されており、事業を実施する能力があること

ウ　同一の事業をもって、寝屋川市の他の補助金制度への交付申請を行っていないこと
②　補助対象活動の基準
ア　事業実施により社会的公益性が見込まれること

イ　活動の目的と効果が明確であり、実行可能な方法で活動計画が立案されて
いるもの

ウ　多くの市民から参加することが見込め、市民ニーズ・社会状況に即してい
るもの
　　③　補助金の額

補助対象経費の２分の１以内の額（1,000円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てた額）。ただし、その限度額は、１団体２万円とする。なお補助金の総額は100万円までとする。
　⑺　審査

　　　⑹の審査基準を踏まえ、申請書類を審査し、不明又は不備等については確認を行いますが、⑹審査基準を満たしていない場合、補助金の交付を受けることはできません。
　⑻　実績報告

補助金の交付を受けた年度終了後、直ちに実績報告書・活動実績を表すもの・領収書等の提出が必要です。
２　申し込みの手続き
　⑴　申請受付・交付決定時期等
	募集期間
	交付決定時期

	令和７年５月１日(木)～令和７年６月30日(月)
（受付時間：平日の午前９時から午後５時30分）
募集期間中に交付申請書に添付書類を添えて、寝屋川市市民活動部市民活動振興室（寝屋川市本町１番１号 市役所本館１階）へ持参または郵送により提出して下さい。
	令和７年７月中旬頃に通知します。


　　　※寝屋川市立市民活動センターを通じて提出することも可能です。
⑵　提出書類
	寝屋川市市民活動支援補助金交付申請書
	様式１

	寝屋川市市民活動支援補助金活動計画書
	様式２

	寝屋川市市民活動支援補助金活動収支予算書
	様式３

	寝屋川市市民活動支援補助金団体概要
	様式４

	団体の規約又は会則

	補助金の交付の申請をする日以前の３年度分の活動がわかる書類
（令和４年度・令和５年度・令和６年度）
※昨年度交付決定を受けた団体は提出不要です。


　
３　交付決定後の手続き
⑴　交付請求書の提出
交付決定を受けた団体は、交付決定通知書に記載された期限内に様式５により
補助金の交付請求をして下さい。
（様式は交付決定後に送付します）
	寝屋川市市民活動支援補助金概算払交付請求書
	様式５


　
４　年度終了後の手続き
⑴　実績報告書の提出
　　　補助金の交付を受けた年度終了後、直ちに実績報告書等を提出して下さい。
（様式は交付決定後に送付します）
	寝屋川市市民活動支援補助金実績報告書
	様式６

	補助対象活動の概要が記載された活動報告書
	様式７

	補助対象活動の財源、経費の内訳及び補助金の使途が記載された活動収支決算書
	様式８

	領収書（写し）　※領収日が対象期間外であったり不鮮明な領収書の写しは、
対象経費であっても認められません。
　　　　　　　 　例年、領収日が読み取れない、切れているなど、対象外となる領収書が多く見られます。ご注意ください。

	その他市長が必要と認める書類
（令和７年度の活動実績を表すチラシ・ポスター・写真など）


５　その他
⑴　補助対象活動の変更

補助金の交付決定を受けた後に、活動計画を変更・中止する場合は、その旨を記載した書類の提出が必要ですので、速やかに市民活動振興室まで連絡してください。
⑵　補助金の返還
偽りその他不正な方法により補助金の交付を受けたり、補助金の全部又は一部
を使用しなかったときは、補助金の返還を命じる場合があります。
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